
事業分類 研究交流促進事業（人材交流・国際交流）

事業名称 STAﾌｪﾛｰｼｯﾌﾟ事業 研究協力者海外派遣事業 若手研究者海外派遣事業 科学技術特別研究員事業 日米先端科学技術シンポジウム 外国人研究者宿舎の整備・運営等
(FoS）

事業の概要、目的 本事業は、外国の研究者に我が国の 海外での科学技術協力の能力を有し 国内の若手研究者に、海外の優れた 若手研究者の育成と国公立試験研究 日米の若手研究者が一堂に会し、産 外国の研究者に我が国の研究機関に、
研究機関において研究活動を行う機 かつ意志を有する研究者を募り、研 研究機関において長期間研究に専念 機関等の研究の活性化 学官の異分野の交流を通じて、自ら おいて研究活動を行う機会を提供
会を提供し、我が国の研究環境を国 究協力を必要とする海外機関に派遣 できる機会を提供することにより、 シニア研究員の派遣による国研の研 の研究開発に対する新しい可能性の し、我が国の研究環境を国際化する
際化することを目的とする。 することにより、海外との研究交流 独創的な研究の展開（知的資産の形 究プロジェクトの推進と研究者の流 発見や分野横断的な領域の開拓につ ことを目的とし、研究者が円滑に生

を活発化し、科学技術交流を促進す 成等）とその資質の向上を図ること 動化 ながる場を提供する。 活を開始し、研究活動に専念できる
ることを目的とする。 を目的とする。 環境を整備し、生活支援を行う。

（事業開始年度） （昭和６３年度） （平成５年度） （平成８年度） (平成２年度に科学技術庁において開 （平成１０年度） （平成元年度）
始され、平成５年度に事業団へ移管)

実績、成果 ・昭和６３年度から平成１３年度の ・これまで65名の研究者を派遣した ・これまで106名の研究者を派遣し ・若手研究員 ・これまでに、JAFoS（日米先端科学 ・平成３年度に運営を開始した竹園。
１４年間に合計103ヵ国から合計158 ・派遣された研究者からの報告では た。派遣された研究者からの報告で これまでに1,232名を採用。論文発 技術）シンポジウムを３回、開催し ハウス(36室)は、初年度を除き80％
機関に、合計3,678名の外国の研究者 「派遣先研究機関へ貢献した 「派 は 「派遣により自分自身のレベルア 表、特許出願、学会表彰等も多数あ ており、参加者からは 「異分野交流 以上の稼働率であった。」、 、 、
を受け入れた。特に米国からは303名 遣終了後も共同研究や研究者の交流 ップになった 「派遣先研究機関に り、研究機関における評価も高い。 を通して自分の研究に有益なヒント ・平成１３年度に開館した「二の宮」、
の研究者を受け入れた。 につながり研究交流が継続している も貢献した 「派遣終了後も共同研 終了者の約８割が大学、国研等の研 等が得られた 「人的交流が広がっ ハウス」の下半期の稼働率は約77％」 」、 」、
・アンケートによれば、受入れ機関 等に加え、本事業は研究協力が必要 究や研究者の交流につながり研究交 究者として活躍している。 ている」等の報告が得られている。 であった。
の約９割が 「フェローが研究所の活 な研究機関へ派遣するものであるこ 流が継続している」等の報告が多数 ・特別流動研究員 ・二の宮ハウス利用者からのアンケ、
性化に貢献した」と回答している。 とから、研究費が手当されることに 出されている。 論文、学会発表及び特許出願が多 ートでは「概ね快適に過ごすことが
・アンケートによれば、受入れ機関 関して、有効に役立ったとの報告が ・また、派遣元の国立研究所・独立 数出ている。 できた 「家具・電化製品が備えて」、
のほとんどがフェロー終了者の一部 出されている。 行政法人等の評価においても 「本事 あり役立っている」との回答であっ、
または全員と交流を行っていると回 業は若手研究者が海外で長期間研究 た。
答している。 を行うための貴重な機会となってい

る 「派遣により相手機関との交流」、
が強まった」といった意見が出され
ている。

9 10 11 12 13 9 10 11 12 13 9 10 11 12 13 9 10 11 12 13 9 10 11 12 9 10 11 12 13
予算（百万円） 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

2,612 3,004 3,119 3,163 2,905 460 473 359 309 256 123 164 173 177 228 2,633 2,911 3,013 2,828 3,015 － 15 27 21 50 50 52 58 245

・米国をはじめ外国の研究者の受入 ・年平均新規派遣人数が７名程度と ・本事業の目的である独創的な研究 ・若手研究員 ・参加者の報告から、本事業は、所 ・平成１２年度まで筑波研究学園都
れを促進し、研究者交流のインバラ 数は少ないが、以下のように、一定 の展開、資質の向上に関して、派遣 研究員の活動実績は上記のとおり 期の目的に沿って一定の成果を挙げ 市においては、外国人研究者を受け
ンスに対応するという目的について の成果が挙がっていると考えられる された研究者からのアンケート結果 であり 「若手研究者の育成」につい ていると考えられる。 入れる宿舎（研究機関等が独自に所。 、
は、我が国として受入れを促進する ・相手機関の研究員及び学生に対す からは、ほとんどの研究者が自分の ては、達成されつつあるものと認め ・開始されて間もない事業であるた 有するものを除く）は、竹園ハウス

自己評価 ために所要の措置を講じていること る指導による人材育成、研究課題遂 レベルアップにつながったとしてい られる。また、受入研究機関にとっ め、一般的な認知がまだ十分になさ （36室）と文部科学省直営宿舎（23
が広く認識されるとともに、米国と 行を通じての組織としての能力の向 る。また論文等を多数出すことによ ても 研究プロジェクトへのプラス れておらず、知名度が低い。今後は 室）のみであり、両方ともほぼ満室、 、
の間では、米国の研究者の側に、我 上に協力できていると考えられる。 り、相手機関にも貢献したとしてい 周囲の研究者への刺激などの効果が 広報に努め、シンポジウムのステー 状態での運営であった。
が国で研究を行いたいというニーズ ・また派遣期間終了後も共同研究や る。これらは、長期間にわたり、海 認められ、事業目的を達成しつつあ タスを上げてゆくことが重要。 ・一方、平成１２年度に同地区の公
が限られていたという実状が認識さ 研究者の交流が行われている例もあ 外の研究機関において、自由な雰囲 るものと認められる。 ・異分野研究交流から生まれる新た 的研究機関で研究するために来日
れるようになったという点で一定の ること等から研究交流の活発化とい 気の中で、かつ周囲の優れた研究者 ・特別流動研究員 な国際共同研究等を支援する制度を し、借家・アパートに入居した外国
成果を収めたと考えられる。 う観点でも一定の成果が挙がってい と切磋琢磨しあう状況に身を置くこ 国研の研究プロジェクトの推進に 設けるなど、総合的な取組みを整備 人は延べ264人であった（２週間～
・外国の研究者の受入れを拡大する ると考えられる。 とで達成されたものと考えられる。 関しては貢献できた ただし 募集 してゆくことが今後の課題。 ２年間の滞在 。二の宮ハウス（184。 、 、 ）
ことにより、我が国の研究機関を国 ・また研究費が手当されているので ・このような最長２年間海外に派遣 採用が１回限りと中途半端な制度と 室）が開館したことによりこれらの
際化し、その活性化を図るという目 （３年間で450万円程度）相手機関に するという個々の公的試験研究機関 なり、研究者の流動化にはつながっ 需要の内相当部分を収容できている
的において、一定の成果が挙がった とって研究に必要な資器材、経費の 独自では十分には実施しにくい施策 ていない。 と考えられ、ホスト研究者等の負担
ものと考えられる。 一部分を負担することができ、経済 を可能にする本事業は、各機関にと 軽減に寄与したと評価できる。同地
・フェローとして受け入れた研究者 的に苦しい相手機関の場合において って貴重なものであり、国際的な人 区はかなり広く、研究機関は分散し
との交流が継続され、それを通して は、実のある研究協力を行うために 材育成に一定の役割を果たしている ているが、比較的近隣の研究機関に
海外の研究コミュニティとの交流を 非常に役立っていると考えられる。 と考える。 とっては大いに役立っていると考え
促進するという目的において、一定 ・旧文部省、防衛庁関係を除く国立 る。
の成果が挙がったものと考えられる 試験研究機関を対象とした長期派遣 ・運営面では、利用者からのアンケ。

制度は本事業以外に「科学技術関係 ート結果によれば快適な住環境を提
在外研究員制度 「原子力関係在外研 供できており、適切な運営がなされ」
究員制度 「宇宙開発関係在外研究員 ていると考えている。」
制度」がある。本事業を含めこれら
全体で平成８年度から平成１２年度
までに派遣した研究者の数は419人で
ある。本事業はその内約16％を担っ
ていることになる。但し、本事業以
外は最長１年間の派遣である。

備 考 平成１３年度より一部、１４年度よ 平成１４年度より日本学術振興会に 平成１４年度より日本学術振興会に 平成１４年度より日本学術振興会に 平成１３年度より日本学術振興会に
り全面的に日本学術振興会に移管 移管 移管 移管 移管



事業分類 研究交流促進事業（人材交流・国際交流）

事業名称 国際シンポジウム アジア・太平洋マネジメントセミナ 日米先端工学シンポジウム 先端的共同利用施設利用促進型 異分野研究者交流促進事業
ー (FoE) 共同研究事業(SPring-８)

特定のテーマについて世界の第一線 アジア・太平洋域内各国の共通の関 日米のエンジニアが一堂に会し、産 研究員の雇用も含めて外部機関との共 研究者の自由な意見交換の中から自らの研究へのヒン
事業の概要、目的 の研究者を結集して議論する場を提 心が高い科学技術に関する課題につ 学官の異分野の交流を通じて、自ら 同研究を支援することにより、大型放 ト或いは既存の学説にとらわれない新たな発想を生み

供することにより、情報の発信や交 いて討論を通じて課題の解決を目指 の研究開発に対する新しい可能性の 射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）の利用 出すため、異なる研究分野、組織の研究者等との出会
換等を通じた国際的な研究交流を促 すとともに 各国の相互理解を深め 発見や分野横断的な領域の開拓につ 研究の促進に資する。 いと議論の場（交流の機会）を提供し、新研究領域の、 、
進する。 併せて科学技術マネジメントの方策 ながる場を提供する。 創出を目指す。

の検討と手法の向上を図ることを目
的とする。

（事業開始年度） （平成４年度） （平成７年度） （平成１２年度） （平成９年度） （平成５年度）

・平成４年度以来、１２回のシンポ ・平成７年度以降、アジア各国にお ・これまでに JAFoE 日米先端工学 ・研究内容については、平成１２年度 ・フォーラム参加者に対するアンケート調査から本事、 （ ）
実績、成果 ジウムを開催し、延べ3,810名の参加 いて７回開催しており、延べ約650名 シンポジウムを１回、国際異分野研 末にＪＡＳＲＩに設置された研究課題 業に対する成果として 「知的交流・知的刺激につい、

を得ている。 の参加者があった。各回のセミナー 究交流シンポジウムを１回開催して 中間評価委員会において概ね順調との て成果が得られた(49.7%) 「人的交流・人間関係の」、
・直近の開催事例である「量子コン の報告書を参加者及び参加各国の科 おり、参加者からは 「異分野交流を 評価が行われ、現在後半の研究が進め 構築ができた(24.8%)」のほか 「具体的に研究論文や、 、
ピューティング」に関して得られた 学技術関係省庁に送付した。参加者 通して自分の研究に有益なヒント等 られている。 共同研究にまで発展した(22.8%) 。またフォーラムに」
評価では 「国内外の研究の展開に有 からは、各国間の人的交流や科学技 が得られた 「人的交流が広がり、 ・ＳＰｒｉｎｇ－８を利用した研究の 参加した結果 「研究方向の転換ができた(2.7%)」な、 」、 、
益であった 「日本の研究水準を世 術に関する協力活動の推進のために 共同研究等にもつながっている」等 促進については、本事業開始当初と比 どの回答が得られた。」、
界に発信できた 「学会等ではなく 有益であるという評価を受けている の報告が得られている。 較してＪＡＳＲＩにおける研究員数、 ・領域探索プログラムまで行ったコーディネータへの」、 。
ＪＳＴの主催であったので効果的な 特に、毎回、本セミナーを継続的に 共同研究数は飛躍的に増加している。 面接調査では もう少し経過をみる必要がある 様、「 。」「
運営ができた」等の意見が出されて 開催することが強く要望されている 々な研究プロジェクトへの提案や新しい学際領域の形。
いる。 本セミナーのフォローアップ及び意 成に向けた提案がでた 「ＪＳＴには、得られた成果。」

見交換のツールとして、事務局のホ をフォーロアップしていく仕組みがない」等の様々な
ームページ上に 電子会議方式の ア 視点からの回答が寄せられた。、 「
ジア・太平洋科学技術フォーラム」 ・研究成果の一環としては、フォーラム、領域探索プ
を開設した。 ログラムから９件の出版がなされその成果を社会に還

元している。
・ＪＳＴとしては、これらのアンケート調査等から異
分野研究者交流事業は一定の成果が得られていると考
えている。

9 10 11 12 13 9 10 11 12 13 9 10 11 12 13 9 10 11 12 13 9 10 11 12 13
予算（百万円） 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

21 21 37 37 37 13 13 12 12 12 － － 1 17 19 72 170 205 207 206 139 145 140 213 213

・参加者の報告から、本事業は、所 ・本セミナーに対する参加者の評価 ・参加者の報告から、本事業は所期 研究内容については、論文数（特に ・今後、時代の変化に対応していくべく、以下の点に
期の目的に沿って一定の成果を挙げ が毎回高いので、アジア・太平洋域 の目的に沿って一定の成果を挙げて 海外への投稿）も多く、かつライフサ ついてさらに改善に取り組む必要があると考えてい
ていると考えられる。 内各国の科学技術の振興に十分寄与 いると考えられる。 イエンス分野についてはNature掲載２ る。
・重要な分野について我が国が主導 していると評価している。 ・開始されて間もない事業であるた 件に代表されるように世界的に見ても ・本事業の推進に当たっては、これまでフォーラムの

自己評価 的役割を果たして国際研究交流を行 ・また、同地域における国際研究交 め、一般的な認知がまだ十分になさ トップレベルの研究が行われているも 課題選定、実施計画の作成、フォーラム運営等につい
、 、うことは、今後ますます重要となる 流を更に促進するためにも、引き続 れておらず、知名度が低い。今後は のと認められる。 ては 異分野研究交流促進事業が単独で進めてきたが

と考えられるので、本事業の一層の き開催していくことが必要と考えら 広報に努め、シンポジウムのステー 共同利用施設を利用した研究の促進 今後は本事業と関連を有するＪＳＴの他の事業（例え
拡充が望まれる。 れる。 タスを上げてゆくことが重要 ・現 に関しては、上記のとおりＪＡＳＲＩ ば基礎研究事業、企業化開発事業、情報事業等）との。

・今後とも各国に共通したテーマの 在は、米国のみとの共催であるが、 における研究員数、共同研究数が飛躍 連携により、ＪＳＴ全体としての事業の効率化を図る
選定に十分配慮し、セミナーの内容 今後は米国以外の国との共催も視野 的に増加していることから、所期の目 とともに、フォーラムで得られた成果の他に、各事業
の充実を図っていくこととしたい。 に入れることとしたい。 的は達成されつつあるものと認められ での活用が促進されるよう検討する。

・異分野研究交流から生まれる新た る。 ・フォーラム、テーマについては、現代社会や科学技
な国際共同研究等を支援する制度を 術のニーズを踏まえたテーマや新しい科学技術の萌芽
設けるなど、総合的な取組みを整備 が期待される研究分野のテーマを掘り起こすものを考
してゆくことが今後の課題。 えている。なかでも社会のための、社会の中の科学技

術という視点にたち、従来、自然科学中心であったテ
ーマを、人文、社会系を包含する課題についても検討
する。
・フォーラム参加者については、ＪＳＴホームページ
で公募もしてきたが、従来は聴講する立場での参加で
なく、テーマについて大いに議論することが重要との
立場からコーディネータ、実行委員会において選考し
てきた経緯がある。最近、テーマによっては、より広
く公募すべきであるとの意見があることから、フォー
ラム課題毎の性格を考慮しながら、ＪＳＴホームペー
ジ以外にも科学誌等を用いて広報に努めるとともに、
広く参加者を募る方法を検討する。
・成果の公表については、報告書・ＪＳＴホームペー
ジを利用してきたが、成果によってはアイデアの保護
に留意しながら、可能なものは単行本の出版等で社会
に還元する方策を検討する。

備 考 平成１４年度で終了



事業分類 研究交流促進事業（地域科学技術振興関係）

事業名称 地域研究開発促進拠点支援事業 地域研究開発促進拠点支援事業 地域結集型共同研究事業 重点地域研究開発推進事業 重点研究支援協力員派遣事業
（ネットワーク構築型） （研究成果育成型） （研究成果活用プラザ）

各地域における科学技術基盤の整備 各地域における独創的新技術による 地域の大学、試験研究機関が結集し 地域の独創的な研究成果を活用して 研究支援者を国研、独法に派遣する
事業の概要、目的 のために、地域の産学官連携を推進 新規事業の創出に資するため、各地 て行う共同研究を行い、新技術・新 「産学官の交流」及び「産学官によ ことにより、国研等における研究の

させるコーディネート機能の強化に 域の新科学技術振興拠点を活用し、 産業の創出に資するとともに、事業 る研究成果の育成」を推進し、技術 効率的、効果的推進に資するととも
着目し、科学技術コーディネータを 大学等の研究成果を育成し、実用化 終了後の地域ＣＯＥ整備を期待する 革新による新規事業創出を図り、我 に、特殊な支援技術の維持、継承を。
地域の科学技術振興拠点に配置し、 につなげるコーディネート活動を支 が国の経済活性化に資する。 図る。
その活動を支援する。 援。

（事業開始年度） （平成８年度） （平成１１年度） （平成９年度） （平成１１年度） (平成７年度に科学技術庁において開
始され、平成９年度に事業団へ移管)

・支援を実施した拠点機関２６機関 ・育成有望な技術シーズに着目し、 ・各地域の研究開発ポテンシャルを ・平成１３年１０月から１４年１月 ・国研等からは 「専門技術の供給、、
実績、成果 において、１万件を越える研究者デ 実用化につなげる育成試験を 130件 結集して実施された共同研究により にかけて北海道 石川 大阪 広島 研究活動の活性化、研究機関の効率、 、 、 、 、

ータベースが整備され、２千件強の 以上実施。 これまでに 243件（うち海外６件） 福岡の各プラザが開館し、コーディ 的運営等に貢献している、支援協力
シーズ調査、１万件弱のニーズ調査 ・育成試験実施課題をはじめ、コー の特許出願、９件の技術移転諸事業 ネータによる産学官の交流を進める 員受入れの狙いは達成された」とい
を実施。 ディネータが掘り起こした技術シー への展開、４件の起業化実績があが と共に、公募により各プラザ５課題 う意見が寄せられている。支援協力
・研究プロジェクトの組織化を目的 ズの90テーマあまりが、技術移転諸 っている。 の育成研究課題を選定し、大学等の 員からも 「専門技術が活かせた 、、 」
とした研究会が300余り発足し、600 事業へ橋渡しされた。 ・平成９年度事業開始４地域（平成 研究者、企業、事業団による共同研 「知識や能力の向上が図れた 「任」、
課題のＦＳ試験を実施。各分野の研 ・商品化されたものが６件、起業化 １４年１１月事業終了予定）におい 究を開始した。 期中の経験や業績が任期後の就職に
究者の活性化が図られた。 へつながったものが３件あがってい ては、全ての地域で事業終了後の展 役立った」という意見が寄せられて
・200件を超える技術移転諸施策への る。 開について下記のとおり、計画が策 いる。
橋渡し、50件余りの商品化、８件の 定されているところ。
起業化実績があがっている。 ３地域で地域ＣＯＥの具体化、１地

域で研究開発型ベンチャー起業。

9 10 11 12 13 9 10 11 12 13 9 10 11 12 13 9 10 11 12 13 9 10 11 12 13
予算（百万円） 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

648 1,342 1,403 857 588 － － 981 786 868 1,589 3,031 3,818 5,916 6,589 － － 6,460 3,565 1,401 1,101 1,705 2,236 2,522 3,177

・シーズとニーズを結合させるコー ・地域研究開発促進拠点（ネットワ ・事業団負担分と地域負担分（事業 ・上記評価を得ていることから、国
ディネート機能の重要性が各方面で ーク構築型）で培われたコーディネ 団分と応分の負担）あわせて、５年 研支援という目的はある程度達成さ
認識され、また研究者の活性化も図 ート機能が各連携拠点機関でいかん 間30億円余というビックプロジェク れたものと認められる。

自己評価 られた。さらに、事業実施地域にお なく発揮されており、これまでのと トであり、各地域の真剣な取り組み ・一方、これまでの事業運営での問
いては様々な研究開発プロジェクト ころ概ね順調に成果を上げている。 により、概ね順調に成果をあげてい 題点は ①規模が小さく中途半端 第、 （
への取り組みが積極的に行われるよ ・地域独自でコーディネータをサポ る。 １期科学技術基本計画で目標に掲げ
うになるなど、本事業の果たした役 ートする体制整備も進みつつあり、 ・各地域において産学官（自治体行 た研究者／支援者比率の向上に貢献
割は非常に大きくかつ先駆的である コーディネート活動の重要性につい 政）の有機的連携が強力に推進され できなかった 、②支援協力員の約。 ）
・平成１１年度には、コーディネー ての認識が定着しつつある点は評価 ており、地域の産業界や大学等の研 ４割が博士号取得者で、常勤研究者
タの増員と専門的要素をとりいれた できる。 究開発活動の活性化が図られている のポスト待ちに利用されている。。
地域研究開発促進拠点支援事業 研 ・このように、地域の産学官連携の ・基礎的研究から技術移転までの幅 ・今後の課題として、事業を取り巻「 （
究成果育成 」が開始され、本事業で 基盤を形成する上で大きな役割を果 広く高い目標を掲げており、地域の く環境が変化し、国研の独法化と運）

、整備された地域の研究開発促進拠点 たしている。 中核機関の運営能力を一層高めるた 営費交付金導入による運営の弾力化
のコーディネート機能の充実が図ら ・発掘した研究成果の展開について めに、事業団の強力な支援が必要で 競争的資金拡充と間接経費増額の流
れている。 は、単一の都道府県での展開のみで ある。 れの中で、国研支援という事業の原
・次の世代のコーディネータ育成が は限界があり 研究成果活用プラザ ・事業総括、研究統括、新技術エー 点に戻って考えると、国研の独法化「 」
重要であり 「研究成果活用プラザ」 を活用した研究交流を含めて、幅広 ジェントの果たすべき役割について という環境の変化に対応した効果的、 、

。での取り組みの一つとして発展させ く検討していく必要がある。 一部不明確な点があり、改善策等の 支援のあり方を検討する必要がある
る必要がある ・将来の人材育成について、各地域 検討が必要である。 ・環境の変化を踏えつつ、本事業の

への支援策を 研究成果活用プラザ 継続が必要。「 」
の取り組みの一つとして発展させる
必要がある。

備 考 新規地域の募集は平成１１年度で終
了


